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お詫びと訂正

本誌第４８巻第３号・第４号に下記の誤りがありましたので，お詫びして訂正いたします。

記

＜第３号＞

●「バングラデシュにおける公益訴訟の展開──インド公益訴訟との比較──」（佐藤 創）

箇所：１４ページ右段１４行および３１行，１５ページ左段１５行および２３行，２２ページ（注７）３行

誤 戒厳令

正 第３次非常事態

箇所：１４ページ右段１７行

誤 戒厳令直後

正 第３次非常事態終了後

箇所：２１ページ左段最終行

誤 戒厳令解除

正 戒厳令解除（インドでは第３次非常事態終了）

＜第４号＞

●表紙裏『アジア経済』への投稿について

誤 平成１８年度編集委員会

正 平成１９年度編集委員会 および 委員に岡本次郎を追加

ideuser
長方形

ideuser
長方形
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『アジア経済』への投稿について

本誌は１９６０年に，発展途上地域を対象とした社会科学分野の専門的学術誌として創刊され現在に至っ

ています。発展途上地域研究の発展に貢献するため，誌面を広く所内外の研究者に開放し，質の向上に

努めています。

�本誌は常時投稿を受け付けています。どなたでも自由に投稿できます。受け付ける原稿は，発展途上
地域（アジア，アフリカ，ラテンアメリカ，中東，オセアニア，旧ソ連・東欧圏など）を対象とした

もので，政治，経済，社会，法律などに関する論文，研究ノート，研究レビュー，資料，現地報告，

研究機関紹介，書評などで，未発表のものに限ります。なお，本誌に掲載された原稿の内容に関する

ご意見も投稿として受け付けます。使用言語は日本語に限ります。

�本誌は創刊以来原稿検討制度を維持しています。幾度かの制度改定を経て，現在は以下のような方式
を採用しています。

提出された原稿は，当研究所職員・外部投稿者の別なく，当研究所内外の２名以上のレフェリーに

よる査読を経て，編集委員会において採用の可否を決定します。査読に当たっては，予断を排し客観

性を保つために，レフェリーに対しては原稿執筆者の名前を伏せて依頼し，原稿執筆者に対してもレ

フェリーの名前は通知しません。

�原稿の枚数は，原則として論文・研究ノートは２万字（４００字×５０枚），書評は６４００字，その他は１万
６０００字を限度とします。４００字の要旨を必ず付けて下さい。目次の一覧も付記して下さい。タイトル

には英訳を付して下さい。原稿には投稿者の所属，肩書き，および連絡先（住所，電話・FAX番号，

メールアドレス）を付記し，氏名にはフリガナとローマ字表記を添えて下さい。オリジナルに必ずコ

ピーを２部添えて提出して下さい。執筆要領は編集部宛に請求して下さい（当研究所のホームページ

からもダウンロードできます。http : //www.ide.go.jp/Japanese/Publish/Ajia/data/yoko.doc）。

�採用された原稿は，すべて署名原稿として扱います。また，当研究所の規定により原稿料を支払いま
す。採用の決まった原稿は，機種を明記の上，フロッピーディスクも提出していただきます（一太郎，

Word，Excel以外はテキストファイルで）。

�採用された上，『アジア経済』に掲載された論文などの著作権は，アジア経済研究所に帰属するもの
とします（したがって，他所で当該論文などを転載，翻訳などする場合は，アジア経済研究所の許諾

が必要となります）。『アジア経済』に掲載された論文などを，アジア経済研究所が全文データベース

化し，電子媒体で公開することもありますのでご了承下さい。

�掲載された論文の抜き刷りを必要とする場合は，実費で作成します。原稿は採用の可否にかかわらず
返却しません。

�原稿の送り先，連絡先──〒２６１―８５４５ 千葉県千葉市美浜区若葉３―２―２

独立行政法人日本貿易振興機構 アジア経済研究所研究支援部出版企画編集課『アジア経済』編集部

電話０４３―２９９―９５３９

Eメールでも受け付けます。アドレスはajiak@ide.go.jpです。

本誌の編集方針，企画の審議，原稿の審査は下記編集委員会が行っています。

平成１８年度編集委員会──委員長：福田安志，委員：伊藤えりか，小田尚也，川上桃子，桑森 啓，

樹神昌弘，小林昌之，佐々木智弘，佐藤 寛，清水達也，

高根 務，中村正志，新田淳一，間 寧

編集部：清水実穂

本誌に掲載されている論文などの内容や意見は，外部からの投稿を含め，執筆者個人に属し，独立行政法人日本

貿易振興機構あるいはアジア経済研究所の公式見解を示すものではありません。
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◆研究双書〈Ａ５判，上製本〉 （価格は消費税込価格です）

552移行期ベトナムの産業変容──地場企業主導による発展の諸相 藤田麻衣編 ２６０p. ３１５０円
553後発ASEAN諸国の工業化──CLMV諸国の経験と展望 天川直子編 ２５４p. ３０４５円
554アジアの二輪車産業 佐藤百合・大原盛樹編 ３７７p. ４５１５円
──地場企業の勃興と産業発展ダイナミズム

555西・中央アジアにおける亀裂構造と政治体制 間 寧編 ２５３p. ３１５０円
556東アジアのIT機器産業 今井健一・川上桃子編 ２３２p. ３０４５円
──分業・競争・棲み分けのダイナミクス

557マハティール政権下のマレーシア 鳥居 高編 ３７９p. ４９３５円
──「イスラーム先進国」をめざした２２年

558経済危機後の韓国──成熟期に向けての社会・経済的課題 奥田 聡編 ３１０p. ４０９５円
559国際ルール形成と開発途上国──グローバル化する経済法制改革 今泉慎也編 ３３６p. ４４１０円

◆アジアを見る眼〈新書判〉
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2 躍動するインド経済──光と陰 内川秀二編 ３５６p. ４２００円
3 一村一品運動と開発途上国 松井和久・山神 進編 ２６２p. ３５７０円
──日本の地域振興はどう伝えられたか

4 東アジアFTAと日中貿易 玉村千治編 ２５９p. ３３６０円
5 人間開発の政治経済学 野上裕生著 １４１p. １７８５円

◆情勢分析レポート〈Ａ５判〉
1 中国 胡錦涛政権の挑戦 大西康雄編 １６８p. １５７５円
──第１１次５カ年長期計画と持続可能な発展

2 アメリカ・ブッシュ政権と揺れる中東 福田安志編 ２１２p. １５７５円
3 ２０１０年に向けたベトナムの発展戦略──WTO時代の新たな挑戦 坂田正三編 １５６p. １５７５円
4 大メコン圏経済協力──実現する３つの経済回廊 石田正美・工藤年博編 １９３p. １５７５円
5 日本のジェネリック医薬品市場とインド・中国の製薬産業 久保研介編 １８４p. １５７５円
6 アフリカに吹く中国の嵐，アジアの旋風 吉田栄一編 １６１p. １５７５円
──途上国間競争にさらされる地域産業

◆統計資料シリーズ〈Ａ４判〉
89アジア国際産業連関表──２０００年（第１巻：解説編） ２９２p. ５２５０円
90アジア国際産業連関表──２０００年（第２巻：データ編） ３４４p. ６０９０円
91貿易関連指数と貿易構造 野田容助・黒子正人編 ３４４p. ６１９５円

◆文献解題
40変動するインドネシア（２００１━２００５） 高橋宗生編著（Ｂ５判） ２９５p. ３７８０円
──政治・経済・社会関連インドネシア語雑誌記事・論文解題──

◆I.D.E. Occasional Papers Series〈Ｂ５変型判〉
40 Internfirm Relations under Late Industrialization in China :
The Supplier System in the Motorcycle Industry by Moriki OHARA １５４p. ３０４５円

41 Electoral Volatility in Turkey──Cleavages vs. the Economy by Yasushi HAZAMA １６６p. ３２５５円

◆その他
アジア動向年報 ２００６ （Ａ５判・上製本・本文２色刷） ６６２p. ６６１５円
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261−8545 千葉市美浜区若葉3−2−2 tel. 043-299-9735 fax. 043-299-9736



アジア経済研究所 賛助会
個人利用会員
入会のご案内

日本貿易振興機構アジア経済研究所は，発展途上国・地域の経済，政治，社会
等についての調査研究に関わる活動成果を広く普及することを目的に「アジア経
済研究所・賛助会員制度」を設けております。
賛助会員のうち，本研究所をご利用いただく個人を対象とした「個人利用会員

制度」を準会員の一つとして設けております。

入会資格：研究所の事業活動をご支援，ご賛助下さる個人（１８歳以上で，日本
国内に住所を有する方）

会 費：一口（年額）１０，０００円

※会費につきましては，前納一括払いでお願いいたします。
１０月以降にご入金の方は，その年度に限り５，０００円となります。

個人利用会員特典

１． 出版物・資料の送付

・『アジ研ワールド・トレンド』（月刊）：発展途上国の明日を展望する分析情報誌
・『アジア経済研究所年報』
・『出版目録』

２． 講演会，セミナーのご案内

各種講演会，夏期公開講座，国際シンポジウムなどの参加ご案内を優先的に
お送りします。

３． 各種料金の割引

（１） アジア経済研究所の出版物（１割引） ※定期刊行物は除く

（２） 講演会，セミナーなどの受講料 ※例５，０００円→３，０００円

（３） 図書館内のコピー料金（図書，マイクロフィルムなどの各種資料）
※例A４／３０円→２０円

お問い合わせ・お申し込み

日本貿易振興機構 アジア経済研究所
研究支援部 成果普及課（賛助会担当）

〒２６１‐８５４５千葉市美浜区若葉３‐２‐２
TEL：０４３(２９９)９５３６／FAX：０４３(２９９)９７２６／E‐mail : info@ide.go.jp



������������������������������������������������

������������������������������������������������

�独立行政法人日本貿易振興機構 アジア経済研究所 ２００７
発行所 独立行政法人日本貿易振興機構 アジア経済研究所
印刷所 サ ン ス ギ タ 株 式 会 社

編集・発行 独立行政法人日本貿易振興機構 アジア経済研究所研究支援部
郵便番号 ２６１―８５４５ 千葉県千葉市美浜区若葉３丁目２番２号 電話（０４３）２９９―９７３５
郵便番号 １１２―０００１ 東京都文京区白山２丁目１８番９号 電話（０３）５８００―７９２１
平成１９年４月１５日発行（毎月１回１５日発行）昭和３７年５月１２日 第三種郵便物認可

Vol. XLVIII, No.4 AJIA KEIZAI April 2007

CONTENTS

Articles

Challenges of Basic Education in Chile : A Comparative Analysis

of Successful and Less Successful Schools in Poor Areas ………………………………………Chiaki Miwa

Turnover Manager and Corporate Governance in Turkey :

Empirical Analysis of Ownership and Management ………………………………………………Yūko Hisa
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Research Institution Abroad

The Center for Islamic Studies（Turkey） ………………………………………………Hiroyuki Ogasawara

Book Reviews

Judith M. Brown, Nehru : A Political Life ………………………………………………………Osamu Yoshida

�Ayse Gül Altınay, The Myth of the Military–Nation :

Militarism, Gender, and Education in Turkey …………………………………………………Shūhei Kimura
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